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○小田原市都市部都市計画課所管に係る補助金交付要綱 

（令和６年７月１日） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、小田原市都市部都市計画課が所管する補助金の交付について、小田原市補助金

の交付等に関する規則（昭和56年小田原市規則第２号。以下「規則」という。）に規定するものの

ほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助金の種類等） 

第２条 補助金の種類、補助金交付の目的、補助対象者、補助対象事業及び補助金額は、別表に定め

るとおりとする。 

（交付申請書の様式等） 

第３条 規則第４条第１項に規定する交付申請書の様式、提出期限並びに同条第２項及び第３項の規

定による交付申請書に添付を要する書類は、別表に定めるとおりとする。 

（交付決定の審査基準） 

第４条 規則第５条第１項に規定する書類の審査及び現地調査等の審査基準は、別表に定めるとおり

とする。 

（交付の条件） 

第５条 規則第６条第１項の規定による条件は、次のとおりとする。 

(１) 100万円以上の補助金にあっては、補助事業の内容又は補助事業の経費の配分の変更をしよう

とする場合は、速やかに市長の承認を受けること。ただし、経費の配分の費目相互間のいずれか

低い額の20パーセント以内の変更については、この限りでない。 

(２) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、速やかに市長の承認を受けること。 

(３) 補助事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合若しくは完了しない場合又は補助事業

の遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告し、その指示を受けること。 

(４) 市長が補助事業の内容及び補助金の使途について報告書を求めるときは、速やかに資料を提

出すること。 

(５) 規則並びにこの要綱及び関係法令の定めに従うこと。 

(６) 前各号に掲げるもののほか、別表に掲げる条件に従うこと。 

（変更等の承認） 

第６条 前条第１号及び第２号の規定に基づく市長の承認を受けようとする場合は、補助事業変更・

中止・廃止承認申請書（様式第１号）に変更の内容及び理由又は中止若しくは廃止の理由を記載し

た書類を添付して市長に提出しなければならない。 

（決定通知書） 

第７条 規則第７条の規定による補助金の交付決定は、補助金交付決定通知書（様式第２号その１又

は様式第２号その２）によるものとする。 

２ 補助金の交付をしない決定をしたときは、補助金不交付決定通知書（様式第３号）により通知す

るものとする。 

（申請の取下げのできる期間） 

第８条 規則第８条第１項の規定により申請の取下げのできる期間は、交付の決定の通知を受理した

日から10日を経過する日までとする。 

（交付決定取消等の通知） 

第９条 規則第９条第３項又は第16条第４項において準用する規則第７条の規定による交付決定の全

部若しくは一部の取消し又は決定内容若しくはこれに付した条件の変更の通知は、補助金交付決定

（一部）取消・変更通知書（様式第４号）によるものとする。 

（補助金の交付） 

第10条 補助金の交付の時期は、別表に定めるとおりとする。 

２ 市長は、補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）の書面による意思表示が

あった場合には、当該補助金を補助事業者に交付すべき額の限度において、補助事業者に代わり、
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工事等を請け負った者に交付することができる。 

３ 前項の規定による交付があったときは、補助事業者に対し、当該補助金の交付があったものとみ

なす。 

（状況報告） 

第11条 規則第11条に規定する状況報告は、状況報告書（様式第５号）によるものとする。 

２ 状況報告書の提出期限は、別表に定めるとおりとする。 

（補助事業の遂行の指示） 

第12条 規則第12条の規定により、市長が補助事業者に対し、補助事業の遂行を指示するときは、指

示書（様式第６号）によるものとする。 

（実績報告） 

第13条 規則第13条第１項の規定による実績報告書の様式、当該報告書に添付を要する書類及び提出

期限は、別表に定めるとおりとする。 

（補助金の額の確定） 

第14条 規則第14条に規定する書類の審査及び現地調査等の審査の基準は、別表に定めるとおりとす

る。 

２ 前項の審査の結果、補助事業の内容と成果が、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件

に適合すると認めたときは、市長は、交付すべき補助金の額を確定し、補助金額確定通知書（様式

第７号）により補助事業者に通知するものとする。 

（補助事業者への指示） 

第15条 規則第15条第１項の規定により、市長が補助事業者に対し、補助事業を補助金の交付の決定

の内容及びこれに付した条件に適合させるための措置をとるべきことを指示するときは、指示書に

よるものとする。 

（補助金の返還） 

第16条 規則第17条の規定により、市長が補助事業者に対し、補助金の返還をさせるときは、補助金

返還通知書（様式第８号）によるものとする。 

（財産の処分の制限） 

第17条 規則第18条ただし書の規定により、市長が別に定める期間は、別表のとおりとする。 

（書類の整備等） 

第18条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及

び支出についての証拠書類を整備保管しておかなければならない。 

２ 前項の帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の日の属する市の会計年度の翌年度から５年間

保存しなければならない。 

（届出事項） 

第19条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに文書をもってその旨を市長

に届け出なければならない。 

(１) 住所若しくは所在地又は氏名若しくは名称を変更したとき。 

(２) 代表者又は役員を変更したとき。 

附 則 

この要綱は、令和６年７月１日から施行する。 

別表（第２条～第５条、第10条、第11条、第13条、第14条、第17条関係） 

１ 景観形成協議会補助金 

補助金交付の目的 
景観形成協議会の活動を促進し、もって地域の景観形成の向上に資す

る。 

補助対象者 

１ 景観形成協議会（小田原市景観条例等施行規則（平成18年小田原市

規則第２号）第10条の規定により認定された団体） 

２ 補助を受けようとする団体が次に掲げる団体に該当する場合は、補

助の対象としない。 

(１) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同



3/30 

じ。） 

(２) 法人にあっては、代表者又は役員のうちに暴力団員（暴力団員

による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する

暴力団員をいう。以下同じ。）に該当する者があるもの 

補助対象事業 

１ 景観形成に関する調査、研究及び研修会等の開催に関する事業 

２ 景観形成に関する意向調査並びに啓発及び周知のための広報に関

する事業 

３ その他景観形成に関する事業 

補助金額 
予算の範囲内において、補助対象事業に要する経費の内、20万円を超え

ない額とする。 

交付申

請 

提出期限 補助対象者の活動状況に応じて別に定める日 

様式 様式第９号その１ 

添付書類 

１ 事業計画書 

２ 収支予算書（様式第10号その１） 

３ 小田原市暴力団排除条例に係る誓約書（様式第13号） 

４ 役員等一覧表（様式第14号） 

５ その他市長が必要と認める書類 

審査基準 

１ 事業目的・内容は、補助金の交付の目的に合っているか。 

２ 事業計画は、補助の要件（補助対象者・補助対象事業で定めている

項目）を満たしているか。 

３ 成果目標は、市民への説明責任を果たせるものになっているか。 

４ 経費配分、使用方法は事業遂行のうえで適当な額か。 

５ 補助申請額は、正しく算出されているか。 

交付条件 

１ 景観法（平成16年法律第110号）、小田原市景観条例（平成17年小

田原市条例第42号）及び規則、小田原市景観計画（平成17年小田原市

告示第119号）その他関係法令の規定のほか、この要綱の定めに従う

こと。 

２ 補助金の交付回数は３回を超えてはならない。 

交付の時期 補助金等交付決定通知後１月以内 

実績報

告 

提出期限 事業完了後１月以内 

様式 様式第11号その１ 

添付書類 

１ 事業結果報告書 

２ 収支決算書（様式第12号） 

３ その他市長が必要と認める書類 

審査基準 

１ 活動内容、経費の使用実績は、交付申請時の内容と相違がないか。 

２ 成果目標が達成されているか。 

３ 成果目標を達成していない場合、その原因は、補助事業者の責によ

らないものであるか。 

２ 景観形成修景費補助金 

補助金交付の目的 優れた景観への誘導を促進し、景観の形成に寄与する。 

補助対象者 

１ 小田原市景観計画に定める拠点型重点区域又は拠点型重点区域へ

の移行に取り組む区域において、次の行為を行う者 

(１) 景観形成に資する建築物の建築等又は工作物の建設等を行う

者 

(２) 景観形成に資する備品等の整備を行う者 

２ 市税を滞納していない者 

３ 補助を受けようとする者が暴力団員又は次に掲げる団体に該当す

る場合は、補助の対象としない。 

(１) 暴力団 
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(２) 法人にあっては、代表者又は役員のうちに暴力団員に該当する

者があるもの 

補助対象事業 

小田原市景観計画に定める拠点型重点区域の景観形成の方針に基づき

良好な景観形成に著しく寄与する事業（拠点型重点区域への移行に取り

組む区域においては、当該区域と類似する拠点型重点区域における景観

形成の方針に基づき良好な景観形成に著しく寄与する事業） 

補助金額 

１ 補助金の額は、補助の対象区分に応じ予算の範囲内において、それ

ぞれ付表１－１及び付表１－２に定めるとおりとする。 

２ 同一敷地内における補助対象事業については、付表１－１の補助の

対象区分ごとの限度額を合算して得た額を超えないものとする。 

ただし、付表１－２の加算できる場合の条件を満たす場合は、付表

１－１の補助の対象区分ごとの限度額を合算して得た額に、付表１－

２の補助の対象区分ごとの加算限度額を合算して得た額を超えない

ものとする。 

３ 算出した補助金の額に1,000円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てるものとする。 

４ 補助対象事業に係る費用に含まれる消費税及び地方消費税相当額

は、補助対象としない。 

交付申

請 

提出期限 市長が別に定める日 

様式 様式第９号その２ 

添付書類 

１ 設計図書 

２ 工事契約書の写し（工事内訳明細書を含む。） 

３ 現況写真 

４ 賃貸借契約書の写し及び所有者の同意書 

５ 確認済証の写し（法令により必要とされる施設等の場合に限る。） 

６ 市税に係る納税証明書（事業年度及び前年度分に係る完納証明書） 

７ 修景事業に係る協定書（様式第10号その２） 

ただし、近隣の建築物と協調し、同時期に修景整備を行う場合に限

る。 

８ 小田原市暴力団排除条例に係る誓約書（様式第13号） 

９ 役員等一覧表（様式第14号） 

10 その他市長が必要と認める書類 

審査基準 

１ 別に定める景観形成修景費補助金交付に関する取扱い基準を満た

しているか。 

２ 補助申請額は、正しく算出されているか。 

交付条件 

１ 景観法、小田原市景観条例及び規則、小田原市景観計画その他関係

法令の規定のほか、この要綱の定めに従うこと。 

２ 補助事業者は、補助金の交付を受けて整備した建築物等を常に良好

な状態に保つよう努めなければならない。 

交付の時期 補助金額の確定後１月以内 

実績報

告 

提出期限 事業完了後１月以内 

様式 様式第11号その２ 

添付書類 

１ 工事施工の記録写真 

２ 領収書の写し 

３ その他市長が必要と認める書類 

審査基準 実績は、交付申請時の内容と相違がないか。 

財産処分の制限の期間 
建築物及び外構 10年 

景観形成に資する備品等 ５年 

３ 街なみ環境整備事業補助金 
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補助金交付の目的 優れた景観への誘導を促進し、景観の形成に寄与する。 

補助対象者 

１ 街なみ環境整備事業区域において、建築物等の整備をする者 

２ 市税を滞納していないもの 

３ 補助を受けようとする者が暴力団員又は次に掲げる団体に該当す

る場合は、補助の対象としない。 

(１) 暴力団 

(２) 法人にあっては、代表者又は役員のうちに暴力団員に該当する

者があるもの 

補助対象事業 

小田原市街づくりルール形成促進条例（平成18年小田原市条例第３号）

に規定する地区街づくり基準に基づき良好な景観形成に著しく寄与す

る事業 

補助金額 

１ 補助金の額は、補助の対象区分に応じ予算の範囲内において、それ

ぞれ付表２に定めるとおりとする。 

２ 同一敷地内における補助対象事業については、付表２の補助の対象

区分ごとに得た額の合計の額は、150万円（新築、増築、改築、修繕

等で、地区まちづくり基準に基づく１階の壁面後退がなされた場合、

公道に面する延長が10ｍを超える場合又は角地に位置する敷地にお

いて行われる新築等の場合は200万円）を超えないものとする。 

３ 算出した補助金の額に1,000円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てるものとする。 

４ 補助対象事業に係る費用に含まれる消費税及び地方消費税相当額

は、補助対象としない。 

交付申

請 

提出期限 市長が別に定める日 

様式 様式第９号その２ 

添付書類 

１ 設計図書 

２ 工事契約書の写し（工事内訳明細書を含む。） 

３ 現況写真 

４ 賃貸借契約書の写し及び所有者の同意書 

５ 確認済証の写し（法令により必要とされる施設等の場合に限る。） 

６ 市税に係る納税証明書（事業年度及び前年度分に係る完納証明書） 

７ 小田原市暴力団排除条例に係る誓約書（様式第13号） 

８ 役員等一覧表（様式第14号） 

９ その他市長が必要と認める書類 

審査基準 

１ 別に定める街なみ環境整備修景費補助金交付に関する取扱い基準

を満たしているか。 

２ 補助申請額は、正しく算出されているか。 

交付条件 

１ 景観法、小田原市景観条例及び規則、小田原市景観計画その他関係

法令の規定のほか、この要綱の定めに従うこと。 

２ 補助事業者は、補助金の交付を受けて整備した建築物等を常に良好

な状態に保つよう努めなければならない。 

交付の時期 補助金額の確定後１月以内 

実績報

告 

提出期限 事業完了後１月以内 

様式 様式第11号その２ 

添付書類 

１ 工事施工の記録写真 

２ 領収書の写し 

３ その他市長が必要と認める書類 

審査基準 実績は、交付申請時の内容と相違がないか。 

財産処分の制限の期間 10年 
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付表１－１ 

区分 対象経費 補助率 限度額 

建築物 

建築物の新築、増築若しくは改築又は建築物の外観

を変更することとなる修繕、模様替え若しくは色彩

の変更に係る設計費及び工事費のうち外壁及び屋

根に係る経費 

２／３ 

150万円 

外構 

門、塀、石垣等の新設、増築若しくは改築又は外観

を変更することとなる修繕、模様替え若しくは色彩

の変更に係る設計費及び工事費のうち外観に係る

経費 

30万円 

景観形成に

資する備品

等 

建築物、工作物の外観に設置する照明器具、のれん、

看板等の景観形成に資する備品等の製作・設置に係

る経費 

５万円 

（注） 上記行為のうち建築物の新築、増築及び改築については、都市計画施設に係る部分につい

ては補助の対象としない。 

付表１－２ 

区分 付表１－１の限度額に加算できる場合 加算限度額 

建築物 

当該修景整備に係る公道に面する部分の延長が10メート

ル以上の場合 50万円 

近隣の建築物と協調し、一定期間内に修景整備を行う場合 

外構 

当該修景整備に係る公道に面する部分の延長が10メート

ル以上の場合 10万円 

近隣の建築物と協調し、一定期間内に修景整備を行う場合 

景観形成に

資する備品

等 

当該修景整備に係る公道に面する部分の延長が10メート

ル以上の場合 １万５千円 

近隣の建築物と協調し、一定期間内に修景整備を行う場合 

付表２ 

区分 対象経費 補助率 限度額 

建築物 

建築物の新築、増築若しくは改築又は建築物の外観

を変更することとなる修繕、模様替え若しくは色彩

の変更に係る設計費・工事費のうち外壁及び屋根に

係る経費 

２／３ 
150万円 

※（200万円） 
工作物 

門、塀、石垣等の新設、増築若しくは改築又は外観

を変更することとなる修繕、模様替え若しくは色彩

の変更に係る設計費・工事費のうち外観に係る経費 

その他 
良好な景観の形成に著しく貢献するものであると

認められる行為に係る経費 

※（  ）内は、新築、増築、改築、修繕等で、地区まちづくり基準に基づく１階の壁面後退がな

された場合、公道に面する延長が10ｍを超える場合又は角地に位置する敷地において行われる新

築等の場合に限る。 
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様式第１号（第６条関係） 
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様式第２号その１（第７条関係） 
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様式第２号その２（第７条関係） 
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様式第３号（第７条関係） 
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様式第４号（第９条関係） 
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様式第５号（第11条関係） 
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様式第６号（第12条、第15条関係） 

 



16/30 

様式第７号（第14条関係） 
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様式第８号（第16条関係） 
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様式第９号その１（別表関係） 
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様式第９号その２（別表関係） 
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様式第10号その１（別表関係） 
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様式第10号その２（別表関係） 
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様式第11号その１（別表関係） 
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様式第11号その２（別表関係） 
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様式第12号（別表関係） 
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様式第13号（別表関係） 
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様式第14号（別表関係） 

 


